
※括弧内は平成27年度の予算額等

訓練規模

約９６２億円
（約９５９億円）

約２９．７万人
（約３０．４万人）

－
約１４．８万人

（約１５．５万人）

施設内訓練
約６１６億円

（約６１８億円）
約３．７万人

（約３．８万人）

委託訓練
約３４６億円

（約３４１億円）
約１１．１万人

（約１１．７万人）

（※１）
約１２．７万人

（約１２．７万人）

（※１）
約２．２万人

（約２．２万人）

約１．０万人
（約１．２万人）

離職者訓練
約０．９万人

（約１．０万人）

学卒者訓練

平成28年度予算案（公的職業訓練）について

予定額

公共職業訓練

離職者訓練

在職者訓練

障害者訓練
約５９．４億円

（約６０．６億円）

約５８．５億円
（約５９．３億円）
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施設内訓練 約４１．５億円
（約４１．２億円）

約０．３万人
（約０．３万人）

委託訓練
約１７．０億円

（約１８．１億円）
０．６万人

（約０．７万人）

在職者訓練
約０．１万人

（約０．１万人）

施設内訓練 （※２）
約０．１万人

（約０．１万人）

委託訓練 （※２）
約０．０２万人

（約０．０２万人）

約０．９億円
（約１．４億円）

約０．０４万人
（約０．０５万人）

約１２０億円
（約１２１億円）

求職者支援制度全体　３００億円
　　　　　　　　　　　　　（315億円）

約５．３万人
（約５．４万人）

　　　約２０．１万人
（約２０．９万人）

公共職業訓練（離職者訓練）
＋

求職者支援訓練
－

※１　公共職業訓練のうち、離職者訓練（施設内訓練）、在職者訓練及び学卒者訓練の予算は切り分けができないため、予算額については、
     離職者訓練（施設内訓練）のみに記載。
※２　障害者訓練のうち、在職者訓練の施設内訓練及び委託訓練の予算は切り分けができないため、予算額については、離職者訓練に含んで記
載。

－

就職困難学生に対する訓練

求職者支援訓練
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●離職によるブランクに対応するためには、実践的な職業能力の開発への支援が必要 
●現在、求職者支援訓練受講者の約７割を女性が占める状況 
●しかし、育児と能力開発の両立は困難  ＜訓練の多くが５～６時間／日であり、育児との両立が困難＞ 

○託児サービス支援付き訓練コースの実施 
 現在公共職業訓練の一部において実施している託児サービス支援付き訓練
コースを拡充して実施するとともに、求職者支援訓練にもその対象を拡充
する。 

 

○短時間訓練コースの実施 
 現在公共職業訓練の一部において実施している１日の訓練時間数を短く設
定した短時間訓練コース（育児と職業訓練の両立が可能）を拡充して実施
するとともに、求職者支援訓練において新たに創設する。 

女性の活躍推進・ひとり親に対する就業対策の強化 

出産・育児を理由とする離職後の再就職に向けた能力開発の主な課題等 

（託児サービスの様子） 

利用者の声 

・託児付きの職業訓練でしたので、子供を預けて勉強
が出来て、とてもありがたく思いました。自分も子
供も大きく成長し、これから自信をもって就職する
ことが出来ると思います。 

・託児付きの訓練を探していたので、子供も安心して
預けることが出来、講座も集中して学べました。 

３ 



ひとり親も活用しやすい能力開発の推進 

 子育てしながらキャリアアップを目指すひとり親の支援等を行うため、公的職業訓練における
eラーニングの試行実施を検討 

１．ｅラーニングは、育児等による時間的制約を抱える求職者の訓練として高い期待 
「ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト」（平成２７年８月２８日副大臣等会議取りまとめ） 
（２．支援策の充実の考え方／（４）仕事を応援／④ひとり親家庭の親が利用しやすい職業能力開発の推進） 
 「～職業訓練におけるＥラーニング等の活用を促進する」 

 
２．一方、ｅラーニングは、 
 ①受講状況の確認には技術的な工夫が必要 
 ②途中断念を防止するためのモチベーション維持努力が必要     等の課題が存在 
 

 
試行実施により、ｅラーニング固有の課題を整理・検証し、 

公的職業訓練への導入可能性等を検証 

今後の方向性 

子育てで忙しい 
お母さんも・・・ 

eラーニングによって 
職業訓練を受講可能に 

４ 



地域の関係機関の協働（地域レベルのコンソーシアム）による職業訓練コースの開発・検証 

機構（ポリテク等） 
都道府県、労働局 
地域労使団体 

 

企業、 
事業主団体 

民間教育訓練機関（専修学校等） 
（職業訓練を実施） 

業界団体・企業の
ニーズ踏まえ、民
間訓練機関等と 

協働開発 

＜コンソーシアムのイメージ＞ 

大阪府：建設分野 「建機運転・土木施工マスター科」 
 人手不足が生じている建設分野に関する訓練コースを開発・試行 
 

（訓練カリキュラム） 
・安全管理  ・建設機械運転等の資格取得  ・測量 等 

愛媛県：観光分野 「えひめおもてなし科」 
 今後の成長分野である観光に関する訓練コースを開発・試行 
 

（訓練カリキュラム） 
・ホテル・旅館での企画・営業（旅行商品の開発、販売促進、広報計画） 
・台湾からの観光客に対する接遇・販売業務 等 

＜コース開発の事例＞ 

○ 地域ニーズを踏まえ、不安定な就労の若者の安定的な就職の実現等を進めるため、産学官による地域コン
ソーシアムを構築し、就職可能性をより高めるための職業訓練コースの開発・検証を実施し、民間教育訓練機
関（専門学校等）における取組を支援（平成２６年度～）。 

 

○ 平成２８年度については、実施箇所数を２５か所から全国４７か所に拡充して事業を展開。   
 
 
 

※平成26～27年度実施箇所（10か所）：北海道、宮城、千葉、東京、長野、愛知、大阪、広島、愛媛、福岡 
※平成27～28年度実施箇所（15か所）：福島、茨城、栃木、埼玉、神奈川、新潟、富山、岐阜、静岡、京都、兵庫、岡山、香川、熊本、沖縄 
※平成28～29年度実施予定箇所（22か所）：青森、岩手、秋田、山形、群馬、石川、福井、山梨、三重、滋賀、奈良、和歌山、鳥取、島根、山口、 
                         徳島、高知、佐賀、長崎、大分、宮崎、鹿児島 

宮城県：Webサイト製作分野 「Webアプリケーション開発科」 
 業界からのニーズが高いWebサイト製作に関する訓練コースを開発・試行 
 

（訓練カリキュラム） 
・Java言語、プログラム作成演習  ・Webアプリケーション作成演習 等 ５ 



標準的な公的職業訓練のｽｷｰﾑ（ｾｰﾌ
ﾃｨﾈｯﾄとしての離職者訓練が中心） 

● 都道府県、高齢・障害・求職者支援機構 
 ・ 主にものづくり分野における訓練の実施  
 ・ 訓練期間 標準6ヶ月～１年 
（例）金属加工、電気設備、溶接 

施設内訓練 

委託訓練 
 
●  都道府県が民間訓練実施機関（企業、専
修学校等）に委託して実施 

 ・ 訓練期間 標準３ヶ月～６ヶ月、 
          標準月100時間 
 ・ 委託費   原則訓練受講生１人    
                あたり月６万円が上限 
  （例）介護サービス、情報処理、経理           

           

既存の公的職業訓練のスキームでは対応できないﾌﾚｷｼﾌﾞﾙな 
訓練ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施して、地域に即した人材育成可能に 

地域創生人材育成事業 
    

公
的
職
業
訓
練
の
標
準
モ
デ
ル
と
し
て
活
用 

  現状 地域創生人材育成事業 

事例 

 
 
 
○ 平成28年度は、既に実施している10か所に加え、新たに９か所をコンテスト方式で選定。 
 
○ 選定された都道府県は、地域の関係者（自治体、労働局、機構、地域労使団体、民間教育訓練機関

等で構成する地域人材育成協議会を設置）と協議しつつ事業を実施。 
○ 国から都道府県への委託により実施する（年間上限３億円、実施期間は最長３年間を想定）。 

 人手不足分野を抱えている地域において、地域の創意工夫を活かした公的職業訓練の枠組み
では対応できない人材育成の取組を通じて、当該分野における安定的な人材の確保を目指す。 

京都府：オーダーメイド型訓練 

 従来の職業訓練では就職に結びつかなかった就職困難者に対
し、各対象者毎に訓練カリキュラム等を作成・実施するととも
に、訓練・就職から定着までの支援をオーダーメイドで実施。 

富山県：小規模事業者による実践的訓練（伝統産業分野） 

 従来の一定数の定員確保を要する訓練ではなく、個人や少人
数を対象にして、伝統産業を担う小規模事業所での直接雇用を
通じて、ものづくりと新商品開発・マーケティングとを組み合
わせた実践的な訓練を実施。 

※27年度採択地域：北海道、富山県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、鳥取県、山口県、徳島県、宮崎県 

６ 


